
対象 施策概要 内容

障害者支援 相談窓口の設置
当事者意見の吸い上げ

障害者差別解消相談センター、弁護士・福祉専門職による法律相談
障害者委員会の開催

事業者支援 アドバイザーによる助言
企業研修等の講師引受 合理的配慮アドバイザーの派遣、職員による行政説明

県民支援 障害の理解促進 障害者週間（12月3日～9日）の各種イベント等

※障害種別と相談分野は複数の項目にまたがる案件が含まれるため、合計件数と受付件数は一致しない。

※精神科病棟内の公衆電話に法律相談の案内掲示をしているため、精神障害者の割合が高い。
※相談分野の「その他」は、精神科病院からの退院に関する相談が多い。

　障害者に対しては、差別解消相談センターや弁護士・福祉専門職法律相談の更なる周知に取組み、相談の有無に関わ
らず「障害者差別等について相談できるところがある」ことを多くの障害者に認知してもらえるよう努める。また、同時に、国
の障害者差別解消法の検証・見直しを注視し、その内容の周知を図るとともに、特に拡大する障害者雇用で障害者と新
たに接する機会が多くなっている民間企業等に対する啓発を労働局等と連携しながら進めていく。

８．差別解消施策に係る今後の課題

３．障害者差別解消相談センター受付状況（2９,３０年度）

４．弁護士・福祉専門職法律相談受付状況（2９,３０年度）

７．合理的配慮アドバイザー制度の仕組み（2９年度派遣実績：２件、３０年度派遣実績：４件）

１．本県差別解消関連施策の組み立て

２．障害者差別事案への対応体制

障害者差別解消に向けた取組状況
５．障害者差別解消相談センターへ寄せられた主な相談の概要（取扱注意）

６．相談事例の全体的な傾向とセンターの対応等ポイント

相談件数 業務日数 1日平均 来所 電話 FAX Mail 身体 知的 精神 他
135 243 0.56 0 110 0 25 63 20 38 42

相談件数 業務日数 1日平均 来所 電話 FAX Mail 身体 知的 精神 他
124 244 0.51 1 111 0 12 57 5 53 34

福祉 医療 小売 労働 教育 交通 サービス 行政 家族 住民 他
11 10 9 17 6 5 16 25 6 4 26
福祉 医療 小売 労働 教育 交通 サービス 行政 家族 住民 他

8 7 5 7 3 2 5 16 7 1 64

２９年度

３０年度

２９年度

３０年度

相談形態受付件数 障害種別

相談分野

相談件数 業務日数 1日平均 電話 FAX 身体 知的 精神 他 家庭 財産・金銭 事故・賠償 人権 法令解釈 その他
197 51 3.88 196 1 56 31 107 3 10 56 24 3 2 112

相談件数 業務日数 1日平均 電話 FAX 身体 知的 精神 他 家庭 財産・金銭 事故・賠償 人権 法令解釈 その他
174 49 3.55 174 0 48 19 101 6 12 38 47 6 10 61３０年度

相談形態 障害種別

２９年度

受付件数 相談分野

①
 アミューズメントパークでアトラクションに乗ろうとした際に、付き添いを求められたがいなかったため乗車を断ら
れた。【発達障害（本人）】（運営側意見：全てのアトラクションに付き添いを求めているのではなく、当該ア
トラクションなど緊急避難時に障害を持った方が一人では避難できないものについては付き添いを求めている）

②
民間事業者の場合、合理的配慮の不提供の禁止は努力義務であるが、どこまで努力したらよいのか。【市役
所職員】（センター回答：配慮には人的又は物的支援があることや過重な負担に係る考え方、障害の内容に
よって対応が異なることなどを教示）

③
勤めている会社が主催する立食パーティーで、高齢者のOBには机や椅子が用意されていたが、視覚障害者で
ある自分には用意されていなかった。【視覚障害（本人）】（センター回答：パーティーは社員が全員強制参
加であったことから、労働として扱われ、障害者雇用促進法を管轄している労働局を案内）

④
聴覚障害を理由にジェットスキー施設の利用を断られたので、店に指導をして欲しい。【聴覚障害（本人）】
（センター対応：当センターに店側に指導する権限はなく、法の趣旨を説明し理解を求めることはできる旨伝
えても、「指導」にこだわられたためスポーツ振興を所管とする文部科学省に相談、相談内容を繋いだ）

⑤
2階に店舗がある100円ショップに車いすで行こうとしたら、来客用EVがなく、業務用EVも使用を拒否された。
【肢体不自由（本人）】（センター対応：店側に連絡し、障害者差別解消法の趣旨を説明し、事実確認を
行うが、双方の言い分が異なっており双方に話し合うことが肝要であることを伝え、事案終了）

① 相談内容の大半は一般的な相談であり、障害者差別に特化した相談自体は少ない。
また、相談を傾聴することで、相談者が落ち着き、助言等することなく相談が終わることも多い。

②
差別的な扱いを行ったとする相手先に対し、センターからの指導等を求めるケースや、自らの希望が叶
わなければ「合理的配慮の不提供である」として、事業者等の事情を顧みない等、法を根拠に過重な
対応を求めるケースがあるが、法の趣旨である当事者間での建設的対話の重要性を伝えている。
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